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１ 市町村道に係る事務及び年間スケジュール
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○北海道が所管する市町村道関係業務

●国庫補助事業の交付申請などの事務⼿続きに関する業務
主に、国土交通省（補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律）に関するもの

・国庫補助⾦等交付（変更含む）申請書の審査、北海道開発局への提出
・完了実績報告書の審査、完了検査の調整、補助⾦額の確定 など

●国庫補助⾦等の受⼊に関する業務
主に、財務省（会計法）に関するもの

・補助⾦等請求書類の審査
・繰越承続書類の審査、北海道財務局への申請⼿続き など

●会計検査の連絡・調整等に関する業務
主に、会計検査院に関するもの

・会計検査院との⽇程調整、検査調書などの確認、会計検査院への提出 など

１ 市町村道に係る事務及び年間スケジュール

各 市 町 村
各 （ 総 合 ）
振 興 局
建 設 指 導 課

建 設 部
⼟ ⽊ 局
道 路 課

北海道



１ 市町村道に係る事務及び年間スケジュール
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R5年度⽤
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

補正
交付申請

補正
交付申請

完了検査

額の確定

３号調書等
提出(予定)

下旬

R4年度終了
実績報告書
提出期限

会計検査
5/29-6/2

(網走・釧路
建管管内)

下旬

検査実施予定
(管内・時期

判明)

額確定通知送
付,返還命令

書送付

※通知日から
20日以内

  額の確定のための現地調査(完了検査)

(空知、檜山、留萌、オホーツク、根室管内)

上旬

国庫返納

中旬
第2回

変更決定

下旬
当初決定
4/28(4/1)

国庫返納額予
算措置状況の

確認

第1回
変更決定

第2回
変更依頼

下旬
当初決定5/31
ほか(4/1)

会計検査

上旬
第1回

変更依頼

■検査関係

上旬
R4完了実績報
告書提出期限

補助

中旬

中旬

・繰越申請
・国費請求①

・繰越額確定
計算書

・国費請求⑤

第1回
変更決定

補正決定
1/19予定
(11/29)

第2回
変更決定

第3回
変更決定
（予定）

第3回
変更依頼

補正決定
1/26予定
(11/29)

・承認通知①
・国費請求②

・承認通知①
・国費請求③

・承認通知③
・国費請求④

■認可申請
予算内示
認可ヒア

上旬
第2回

変更依頼

中旬交付金
第1回

変更依頼
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２ 補助金等の概要



２ 補助金等の概要
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○道路事業における主な補助⾦等

社会資本整備総合交付⾦ 道路更新防災等対策事業費
補 助

社会資本整備総合交付⾦

防 災 ・ 安 全 交 付 ⾦

道路メンテナンス事業費
補 助

社会資本整備総合交付⾦交付要綱 付属第Ⅲ編
⇒ 補助率の算定⽅法が記載

道路局所管補助⾦交付申請について 別表１
(H13.3.30国道総第589号)

⇒ 補助率の算定⽅法が記載

●補助の申請⼿続、執⾏は法律等で定められている
補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律
補助の対象事業や交付手続き方法は各省庁が定める

●補助⾦等は⽬的以外に執⾏してはならない
法令等の定め、交付決定の内容・条件に沿って実施しなければならない

●会計検査の対象となる
国が補助金等の財政支援をしているものが検査の対象



２ 補助金等の概要
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○社会資本整備総合交付⾦について

●社会資本総合整備計画
・ 目標ごとに整備計画を策定
・ 計画は単独でも、複数の
事業主体で策定しても可

・ 概ね3年～5年での計画
・ 交付は各年度ごと

北海道の道路事業は複数の
事業主体（北海道＋市町村）が共同し、
整備計画を策定

●実施に関する計画

従前の道路や河川など個別補助⾦を⼀つの交付⾦に⼀括。地域の課題解決や推
進したい事業など、地⽅⾃治体が定めた整備計画に対し交付される

●交付申請など⼿続き

補助金等が内示された年度に行おうとする要素事業の計画を各自治体が作成

各自治体が作成し申請等を行う



２ 補助金等の概要
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○道路メンテナンス事業費補助について

●⻑寿命化修繕計画
・ 施設ごとに計画を策定
・ 計画は自治体ごとに策定

●実施に関する計画

地⽅公共団体が策定する⻑寿命化修繕計画に基づき実施される事業
（橋梁、トンネル修繕、更新など）に対し交付

●交付申請など⼿続き

補助金等が内示された年度に行おうとする事業の計画を各自治体が作成

各自治体が作成し申請等を行う

⾼度経済成⻑期に整備した施設の⽼朽化が進んでおり、修繕を要するが措置が遅れている
現状に対して、国が集中的に⽀援を⾏う必要があるとして創設された。

・維持管理費の負担増⇒集約・撤去
・新技術導⼊⇒効率化、修繕費⽤の縮減
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３ 補助金等の交付申請及び交付決定



３ 補助金等の交付申請及び交付決定

④ 実 績 報 告

⑤完了検査・精算

経費配分や路線など、補助事業として実施する内容を国
交省が定めた書式等により申請 。

9

② 交 付 決 定

① 交 付 申 請

○補助事業実施の流れ

③ 事 業 実 施

※⾚囲い︓市町村において書類等作成し提出を要する作業

①の申請に対しての決定。交付決定書が送付される。

②で交付決定されたものについて国⼟交通省が定めた書
式等により報告。

④の審査及び現地調査等により適合しているか否か調査
後、額の確定。

①で申請した内容どおり事業を実施。
申請した内容と異なる事業等で実施をしたい場合は、
「認可変更」または「軽微な変更」で対応可能。
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３ 補助金等の交付申請及び交付決定

社会資本整備総合交付⾦ 道路メンテナンス事業費補助
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４ 実績報告及び額の確定



４ 実績報告及び額の確定

額 の 確 定

補助⾦返還

12

完 了
実 績 報 告

③ 事 業 実 施

○実績報告〜精算について

審 査 ・ 現 地 調 査

精 算

●年度終了実績報告書の提出時期

交付決定の対象となった事務⼜は事業が完了したときに、
完了実績報告書を提出。
⇒  提出は交付決定を受けた単位
⇒  交付決定を受けた全ての事業箇所が完了したとき

※繰越が1箇所でもある場合は、年度内に完了した箇
所も含め、繰越事業が完了した後に提出。

●完了実績報告書の提出時期

補助事業が完了したときは、実績報告書を提出しなけれ
ばならない。補助⾦等の交付の決定に係る国の会計年度
が終了した場合も、同様とする。（適正化法第１４条）

年 度 終 了
実 績 報 告

※⾚囲い︓市町村において書類等作成し提出を要する作業

事業が年度内に完了せず繰越した場合は、年度終了実
績報告書を提出。

④

⑤

① 交 付 申 請

② 交 付 決 定

※交付⾦事業の完了⽇から起算して１箇⽉を経過した⽇が
４⽉１０⽇より早い場合はその⽇

４⽉３０⽇まで

４⽉１０⽇まで



４ 実績報告及び額の確定
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○完了実績報告書の審査・現地調査について

●額の確定のための現地調査（いわゆる完了検査）

・振興局毎に約３カ年に１回検査を実施するよう計画
・概ね７⽉〜１０⽉の間に実施
・調査官は北海道庁道路課職員（事務・技術）

現地調査の実施⽅法について

●額の確定と補助⾦等返還について

・発⽣物件の売却

技術審査班
構造物を中⼼に設計書及び現地の調査

事務審査班
⼯事等、⽤地補償、除雪機械、除雪事業の契約＝実施の内容及び現地の調査
交付申請＝完了実績報告までの事務⼿続き

・交付決定と著しく異なった内容を実施している など…

補助⾦等の確定額に対し、確定以上の⾦額を既に受領済であった場合、差額を返還

●完了実績報告書の審査
提出された関係書類によって、補助事業等が適正に実施されたかを審査



４ 実績報告及び額の確定
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社会資本整備総合交付⾦ 道路メンテナンス事業費補助

交付決定が複数件ある（変更決定を受けている）場合は、
「国道総第○号外○件」と記⼊する

様式２－１の合計額と合致

様式３の件数と合致
ただし、様式３（別紙）がある場合は、その数を件数に加える
＜例＞
修繕 （別紙あり）４箇所 ⇒ 箇所数は
計画策定（別紙なし）１箇所 ４＋１＝５箇所 となる

様式２と合致

⼊⼒漏れ、記載誤りが多い
＜例＞

×「個所」 ⇒ ○「箇所」
×「清算」 ⇒ ○「精算」

４⽉１⽇〜１０⽇のいずれかの⽇付

市町村⻑⽒名を記⼊
公印省略できる⾃治体は押印不要



４ 実績報告及び額の確定
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社会資本整備総合交付⾦

道路メンテナンス事業費補助



４ 実績報告及び額の確定
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社会資本整備総合交付⾦



４ 実績報告及び額の確定
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道路メンテナンス事業費補助

更新・修繕・撤去・点検等、計画策定に区分して箇所欄に記⼊
総額のみを⼊⼒し、事業箇所の内訳を記⼊した下記の別紙を作成する



４ 実績報告及び額の確定
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社会資本整備総合交付⾦

道路メンテナンス事業費補助



４ 実績報告及び額の確定
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社会資本整備総合交付⾦

道路メンテナンス事業費補助



４ 実績報告及び額の確定
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道路メンテナンス事業費補助

注）旗上げ箇所名の表⽰ルール

様式３の項番を○数値で表⽰

添付不要

要素事業番号

要素事業名

社会資本整備総合交付⾦



４ 実績報告及び額の確定
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社会資本整備総合交付⾦

道路メンテナンス事業費補助

共通
○橋梁架け替え事業により発⽣した廃材
等、補助事業により附随的に発⽣した物
件がある場合は本調書を作成。
○廃材等を売却した場合は、その売却額
を補助対象から控除しなければならない
ため、発⽣した事業箇所の事業費計から
差し引いて、事業費（控除額の控除後）
とする。
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５ 概算払及び繰越



５ 概算払及び繰越

④ 実 績 報 告
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② 交 付 決 定

○概算払（国費請求）について

③ 事 業 実 施

国 費 請 求

道路事業での補助⾦等については、対象事業費等の
⽀払に⾒合った範囲内で国費を受領する事ができます。
（事業費を全て⽀払っても３⽉請求まで１割は保留）

●請求可能時期

●注意点（未竣功⼯事について）
年度内に完了していない⼯事を完了したものとして、全額

を国費請求し交付を受領。
繰越⼿続きをとるなど適正な措置を講ずる事を怠った。

道庁が指定する⽉〜最終⽀払の３⽉末（年度明けの４⽉
受領は不可）まで

・交付決定されたもの
・契約に従い⽀払を⾏ったもの、⼜、年度末においては、

年度内に⼯事等が完成し、その年度内に⽀払(出納整理
期間含)するもの

・道庁が指定する書類の添付（検査調書等）

●請求の要件

年度

※⾚囲い︓市町村において書類等作成し提出を要する作業

※ 補助⾦等の種類、省庁によって取扱は異なるので注意

① 交 付 申 請

⑤ 完 了 検 査 ・ 精 算



５ 概算払及び繰越
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●提出様式

（１）請求書（様式３）

（２）補助⾦等請求内訳書（様式４－１）

（３）事務検査調書

（４）⼯事・委託等完成検査調書

（５）施⼯台帳

（６）その他添付書類



様式４－１
請求月 3 月分

補助金等請求内訳書（概算払用）
（要素事業別集計）

現年 補助事業者名 ○○町
(会計区分)一般会計 (単位：円)

　 補助金等の交付決定内容 補助事業等の進 補助事業等に 左のうち補 前回までの 今回補助金 補　助　金
　 事業名 補 助 事 業 等 に 補助率 補 助 金 等 交 付 捗（予定）状況 要する経費の 助金相当額 補　助　金 請　求　額 残　　　額 備考

要 す る 経 費 決 定 額 出来高 金　　　　額 支払済（支払 ( F × B ) 受　領　額 ( G - H ) (C - H - I)
A B C D　 % ( A × D ) E 予定額）　 F G H I J

32-A01-001
▲▲線 10,000,000 6/10 6,000,000 100.0 10,000,000 10,000,000 6,000,000 6,000,000

32-A01-004
○○町管内○○調査 10,000,000 6/10 6,000,000 3,000,000 1,800,000 1,800,000 4,200,000

32-A01-005
■■線 10,000,000 6/10 6,000,000 6,000,000

36-A01-001
○○線 20,000,000 5/10 10,000,000 100.0 20,000,000 20,000,000 10,000,000 4,000,000 6,000,000

36-A01-002
●●線 30,000,000 6/10 18,000,000 66.7 20,000,000 20,000,000 12,000,000 4,000,000 8,000,000 6,000,000

36-A01-003 繰越額
▲▲線 25,000,000 6/10 15,000,000 80.0 20,000,000 20,000,000 12,000,000 12,000,000 3,000,000 3,000,000円

以下、実際には別様として
ください。

（参考）
道路メンテナンス事業

道路メンテナンス（橋梁）-
修繕
●●橋 12,000,000 6/10 7,200,000 7,200,000

（参考）前年度から
繰越があった場合

32-A01-001 ( 20,000,000) ( 12,000,000) ( 20,000,000) ( 20,000,000) ( 12,000,000)
▲▲線 5,000,000 6/10 3,000,000 100.0 5,000,000 5,000,000 3,000,000 3,000,000

( 20,000,000) ( 12,000,000) ( 20,000,000) ( 20,000,000) ( 12,000,000) ( 0) ( 0) ( 0)
合　　計 122,000,000 71,200,000 75,000,000 78,000,000 44,800,000 8,000,000 36,800,000 26,400,000

(項)北海道開発事業費　(目)防災・安全交付金　(目の細分)防災・安全交付金

市町村名を入力。

当該様式は、請求書の予算科目別に作成します。
予算科目が同一であっても当初予算、繰越予算、
繰越予算（補正予算）でそれぞれ別様としてください。
黄色着色セルが選択又は入力箇所です。

予算種別を選択。

交付金事業は
1行目に要素事業番号を入力。
（パッケージ番号から！）
2行目に要素事業名を入力。

交付対象事業費を入力。（変更申請、軽微な変更
をした場合は最終の事業費で入力する。前回請求
時から変更が合った場合も更新する。）
補助率は分数で入力。

前払い金での支出の場合は
D欄及びE欄は空白。

今回請求がない要素事業においても内訳書において
はすべての要素事業をもれなく入力してください。

異なるパッケージであっても、予算科目が同じ場合
は請求書及び内訳書はまとめて請求・作成。

前月までに請求済みの金額はここに入力。

道路メンテナンス等補助事業について1行
目は、「リスト」シートの事業名（事業種
別）一覧から該当するものを入力。

2行目は、道路メンテナンス事業においては交付申請時の構造物名を入力。
修繕・更新等で外○橋となっている場合は、橋梁ごとに入力。
計画策定及び点検については、外○橋となっていても橋梁ごとの内訳を交付申
請時に示していないため、橋梁ごとに分けずに、●●橋外○橋として入力。
その他の補助事業については、交付申請時の路線名を入力。

前年度からの繰越がある場合は、上段に事業の全体額を
（）書きで入力し、中段に今年度繰越額を入力する。
（全額繰越をしている場合は、入力の必要なし）

３月の最後の概算請求の際に残
額がある場合は、備考欄に不用
額●●円、繰越額●●円と入力
する。

５ 概算払及び繰越
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５ 概算払及び繰越
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５ 概算払及び繰越

27



５ 概算払及び繰越
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５ 概算払及び繰越

実 績 報 告
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交 付 決 定

事 業 実 施

○繰越とは
予算はその年度内に執⾏することが原則であるが、想定外の事象や避けがたい事故

が発⽣した場合など、例外的に、その予算を翌年度の予算として執⾏することができ
るようにすること。

繰 越 ⼿ 続 き

・所定の⼿続きが了承されなければ繰越できない。
・要件を満たしていなければ繰越できない。

ポイント

○所定の⼿続き（補助事業の場合）

●各⾃治体 … 予算を翌年度へ繰
越するための⾃治
体の議決等

●財 務 局 …
(財務省の機関)

国庫補助⾦等を翌
年度に繰越するた
めの承認⼿続き

各⾃治体
議決等

北海道財務局
繰越承認

翌年度へ繰越可能

＋
年度

北海道庁が申請



５ 概算払及び繰越

30

○繰越の要件
① 当初（交付申請時）は年度内に完了予定であったもの

② なんらかの事由が発⽣した事で年度内に完了できなくなった

③ 翌年度（繰越した年度）に使⽤し終わる⾒込み

※ 繰越制度は多岐にわたるため、繰越のほとんどに該当する「明許繰越」について説明していま
す。繰越の種類によって、所定の⼿続き、繰越要件が変わりますので注意願います。

・繰越申請時には契約済みであるなど、翌年度に完了する⾒込みである事の説明
＜要件を満たしていない例＞

用地が未契約であり、繰越年度での工事完了の説明が困難なもの

・年度内に終了しない事案が発⽣、かつ、原因が相⼿⽅にあるもの
＜要件を満たしていない例＞

協議の申し込みが、自治体の事務遅延で遅れてしまったもの

・当初より年度内に完了しない（ことが予想される）スケジュールによる繰越はダメ
＜要件を満たしていない例＞

工事開始から完成に１年以上かかるもの
工事ができない時期があり、始めから1年では完了しないもの
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６ 会計検査関係調書



札幌 ⼩樽 函館 室蘭 旭川 留萌 稚内 網⾛ 帯広 釧路
H22 ○ ○
H23 ○ ○
H24 ○ ○
H25 ○ ○
H26 ○ ○
H27 ○ ○
H28 ○ ○
H29 ○ ○
H30 ○ ○
R01 ○ ○
R02 中×⽌ 中×⽌
R03 ○ ○
R04 ○ ○
R05 ○ ○
R06 ? ? ︖ ︖

年度
検査対象建設管理部

６ 会計検査関係調書
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（参考）近年の会計検査実施箇所について（建設管理部単位） 【第３局国⼟交通検査第４課】

会計検査は、正確性、合規性、経済性、効率性及び有効性等の観点で、国の会
計経理を適正に監督し、法律や予算に対する違反や不正、不当経理を是正する⽬
的で⾏われる。

○会計検査院実地検査について



６ 会計検査関係調書

書 類 検 査

現 地 検 査

①北海道東京事務所を通じ会計検査院より連絡が
⼊り、検査対象建管理部管内が判明。
会計検査院より調書等の提出が依頼される。

33

② ⽇ 程 ・ 提 出 調 書

① 検 査 実 施 の 連 絡

○実地検査の流れ

③設計書の送り込み ③会計検査院より指定のあった設計書等を
送り込み（返却は検査の前週⾦曜⽇）

④検査の実施

打 合 わ せ （ 講 評 ）

最終⽇

④検査対象となる契約（××⽇の検査対象⼯事）
は、前⽇に調査官より指定、検査カード準備
※会計検査院と北海道の事前打合わせにて、毎年度この⽅針

を確認している。

検査期間内に疑義があり、引き続き調査を要する
内容について、最終⽇の「打合わせ（講評）」に
て指摘される。

②出張官、詳細⽇程（検査対象建管出張所管内、
検査会場）、特別調書等の指⽰

実施の２～３ヶ月前

①より約２週間後

④より約２ヶ月前（提出期限：１週間程度）



６ 会計検査関係調書
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検査日程が１週間遅いのにもかかわ
らず、事前借用設計書等の提出は約
２週間も早まり、会計検査院での借用
期間が最大となるよう設定されていま
す。

令和５年度の実地検査から、新たに
（注２）（注３）が追記され、特に、３号
調書については、記載漏れ、誤り等の
ないものを提出するよう求められてい
ます。



６ 会計検査関係調書

35

様式第１号

様式第２号

様式第３号

様式第４号



６ 会計検査関係調書
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６ 会計検査関係調書
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（単費

L=100.0m　W=5.5m

切土 ○○m3

盛土　 ○○m3

路盤工 ○○m2

張芝工 ○○m2

検査カード（補助）
事務所名

○○建設管理部
××出張所

担当者名 ○○調査官

検　　査
年 月 日 R6.×.×

代 表 者 名 村長　○○　○○

国庫補助金 （会計） （項） （目）

年度 整理番号
事業主体名 ○○村

5 1

の予算科目 一般会計 社会資本総合整備事業費 防災・安全社会資本整備交付金

工　事　名 ○○○○線　××××××工事

最終契約額 50,000,000 円

（設計金額） 55,580,000 円

（請負比率） 90.0 ％

国庫補助率 60 ％ 12,000,000 円）

竣工検査

R5.9.8
年月日 至 R5.8.31 年月日 年月日

国庫補助金 22,800,000 円

契  約
R5.4.20 工　期

自 R5.4.21 竣　工
R5.8.28

請 負 者 名 ◇◆建設工業（株） 契約の種類  一 般 ・ 指 名 ・ 随 意

支払年月日
前金

R5.5.12
中間

-
最終

決定年月日 年月日

R5.10.6

金　　　額 19,800,000 円 - 円 30,200,000 円

(記載例）

工 事 概 要

補助金交付
R5.4.1

補助金交付
R6.3.31

検査カードは、
検査前⽇に提出



６ 会計検査関係調書
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６ 会計検査関係調書
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６ 会計検査関係調書
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６ 会計検査関係調書
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６ 会計検査関係調書
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R３道路メンテにおいて、全額未契約のまま、R４へ繰り越すもの。

認可⼯事費は交付決定内容のとおり。
執⾏残がなければ、当該年度実施⼯事費及び国庫補助⾦等の額も交付決定内容と⼀致する。

令和３年度 ３号調書



６ 会計検査関係調書
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令和４年度 ３号調書

令和３年度 ３号調書
令和３年度の３号調書で、
翌年度へ繰越した認可は、
令和４年度の３号調書では、
当該年度実施した認可とし
て、必ず記載される。



６ 会計検査関係調書
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認可⼯事費は要素毎の交付決定内容のとおり。
執⾏残がなければ、当該年度実施⼯事費及び国庫補助⾦等の額も要素毎の交付決定内容と⼀致する。

令和４年度 ３号調書

前⾴のつづき
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６ 会計検査関係調書

３号調書チェックシート

□ 認可の記載もれはない。（特に、前年度からと翌年度への繰越分の記載もれ注意︕）

□ 摘要欄に必要事項の記載がある。（債・越・合・「△年－○○と同じ」等）

□ ⼯事名等欄の（⼯種）の記載もれはない。

□ 検算①「認可（査定）⼯事費」≧「設計概要欄の本・測・⽤の合計」
＝「前年度・当該年度・翌年度以降実施⼯事費の合計」である。

□ 設計概要は、会計検査院からの指⽰どおりである。

□ 検算②「（最終）契約⾦額」＝「⽀払⾦額の合計」である。※翌年度繰越は除く。

□ 検算④「設計概要欄の本の合計」＝「括弧内の各本⼯事の合計」である。
（複数の契約状況を括弧でくくった場合のみ。）

□ 検算③「（最終）契約⾦額」－「摘要欄の他費」
＝「設計概要欄の本の⾦額」※１⾏書きの場合。
＝「前年度・当該年度・翌年度以降実施⼯事費の合計」である。※括弧書きの場合。

□ 整理番号の記載もれはない。（同じ契約状況のものは、括弧書きで表⽰。）


